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荒尾市の地域公共交通の状況

公共交通の中心的な役割を担う、産交バス



荒尾市の概要

○福岡都市圏・熊本都市圏の中間にあって、JR・高速道路・フェリーなど『交通アクセスに恵まれたまち』

○小岱山や有明海があり、買い物・病院など適度な都市機能が整った『自然と都市のバランスがとれたまち』

○西日本有数の遊園地、世界遺産の万田坑、ラムサール条約登録の荒尾干潟など『豊富な観光資源のあるまち』

○コンパクトながら、様々なライフスタイルを実現できる『自然災害の少ない、暮らしやすいまち』

ユネスコ世界文化遺産
『万田坑』

ラムサール条約登録湿地
『荒尾干潟』

アトラクション数日本一
『グリーンランド』

住民基本台帳人口（令和7年12月末時点）

人口：48,483人 世帯：24,023世帯 高齢化率：37.05％

合計特殊出生率：1.25（令和6年）
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主な公共交通政策の経緯
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昭和22年度 ⚫ 市営バス営業開始

地域公共交通活性化協議会

⚫ 市営バス事業廃止 ⇒ 現 産交バス㈱に全系統を移譲
民営化後も、利用者は減少傾向

平成１７年度

⚫ 「荒尾市地域公共交通総合連携計画」策定
・荒尾市地域公共交通活性化協議会を設立し、最適で持続可能な公共交通のあり方を議論
・平井・府本地区の路線バスを廃止し、予約型乗合タクシー（区域運行）を導入

平成２５年度

⚫ 「荒尾市地域公共交通網形成計画」策定
・平井・府本地区の乗合タクシーの乗入れ施設・夏季運行時間拡大
・健康づくり活動等に合わせたモビリティ・マネジメントの実施

      ⇒令和３年度にはJCOMMプロジェクト賞を受賞

平成２９年度

⚫ AIオンデマンドタクシー「おもやいタクシー」導入
・路線バスと一般タクシーの中間的な交通モードとして市内全域で運行開始
・観光×交通アプリ「おでかけあらお」リリース

令和２年度

⚫ 「荒尾市地域公共交通計画」策定
・健康づくり関係を継続しつつ、商業施設と連携したモビリティ・マネジメントの実施

令和４年度

⚫ 「荒尾市地域公共交通利便増進実施計画」策定
・新しいまちづくりの動き（医療センター、競馬場跡地活用）と連携したバス路線再編の実施

令和６年度



公共交通網の概要
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【路線バス】
〇産交バス
市内線６系統、広域線１系統
〇西鉄バス
広域線４系統

【乗合タクシー】
〇平井・府本地区で区域運行
特定乗降箇所は、ゆめタウンシティ
モール、有明医療センター等

【おもやいタクシー】
〇市内全域を常時２台で運行

【鉄道】
〇JR荒尾駅、JR南荒尾駅

市域面積 ５７．３７k㎡



公共交通利用者数・補助金額
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公共交通補助金額（合計）



02
モビリティ・マネジメントの
取り組み内容

市内全域を運行する、おもやいタクシー



モビリティ・マネジメントとは？
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一人ひとりの行動が、個人的にも社会的にも望ましい方向

すなわち、過度な自動車利用から公共交通・自動車等を

適切に利用する方向へ自発的に変化するコミュニケーション

施策と、その自発的変化をサポートする運用施策とを

合わせたソフト的な交通政策



荒尾市地域公共交通網形成計画（H30.3月策定）
施策：高校生や高齢者等の公共交通利用への転換
事業：健康づくり活動や交通安全講習会等に合わせたモビリティマネジメントの実施

⚫ 高齢者を中心とした自家用車から公共交通への転換を促進
⚫ 外出機会の増大による健康寿命の延伸、公共交通利用者拡大による運行収支改善

荒尾市におけるモビリティ・マネジメントの位置付け
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ステージ１(H30～R4)

荒尾市地域公共交通計画（R5.３月策定）
施策：公共交通で出かけたくなる、「移動目的と移動手段の連動」
事業：健康づくり施策と連携した、行動変容を促す利用促進の実施

商業・観光施設と連携した、行動変容を促す利用促進の実施

⚫ これまでの取り組みを継続しながら、連携範囲を拡大
⚫ 公共交通を必要とする方のほか、自家用車のみに依存しないライフスタイルを提案

ステージ２(R５～R9)

健康

健康・商業等



健康づくりと連携したモビリティ・マネジメント（H30～）
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対象 地域活動に参加するアクティブシニア

体力アップ体操教室



健康づくりと連携したモビリティ・マネジメント（H30～）
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⚫ バス路線が１時間に１本程度存在

⚫ 会場から500m圏内にバス停が存在

≪主な選定基準≫

⚫H30：28ヶ所（水色）
⚫R1 ：21ヶ所（橙色）
⚫R2 ：14ヶ所（黄緑色）
⚫R3 ：9ヶ所（桃色）

≪会場数≫

実施会場 福祉関連イベントの会場（体操教室、いきいきサロン）



全体の流れ
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事業説明・事前調査 転換目標調査×バス利用体験利用促進

事後調査 事後調査（1年後）フィードバック調査

市担当者

※対面

参加者

説明資料

事前調査票

事前調査票

依頼

配付

市担当者

※対面

参加者

利用促進
ツール

転換目標
調査票

依頼

配付

回答

回収

参加者

乗車体験
（無料お試し乗車券）

市担当者

※郵送配付・回収

参加者

事後調査票

事後調査票

送付

配付

回答

回収 市担当者

※郵送配付・回収

参加者

MM成果・
診断カルテ

FB調査票

FB調査票

依頼

配付

回答

回収 市担当者

※郵送配付・回収 / 前年度対象者

参加者

事後調査票

事後調査票

送付

配付

回答

回収

R3年度
①②同時に実施

STEP1

STEP5STEP4

STEP3STEP2

STEP6



Step.1 事業説明・事前調査
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⚫ 会場に訪問し、事業の趣旨や協力依頼を実施

⚫ 参加者の個人情報（氏名、年齢、居住地等）や運転免許証の
保有状況・返納意向、公共交通に対する要望、現在と将来想定

     する移動手段現在の行動パターンを調査

⚫ 参加者と信頼関係のある福祉関係者に協力してもらうことで、
継続的な協力関係を構築

19%

23%

42%

31%

6%

6%

16%

0%

11%

16%

2%

15%

30%

15%

0%

2%

17%

0%

4%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自動車（運転）

自動車（同乗）

路線バス

おもやいタクシー

乗合タクシー

鉄道（JR)

タクシー

バイク

自転車

徒歩

保有者【N=88】 非保有者【N=53】

現在の移動手段 将来想定する移動手段

自家用車に依存

公共交通の利用を想定

R3調査結果



Step.2 利用促進
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⚫ 利用促進ツールセットを配付（お試し乗車券など）

⚫ 作成したものだけでなく、既存資料（時刻表や公共交通マップ、JCOMM作成資料）も有効活用

⚫ 便数やバス停の増加は困難なため、意外と既存の公共交通で移動できることの理解を促進



（参考）利用促進ツール 行動プラン提案表ver.1
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（参考）利用促進ツール 行動プラン提案表ver.2
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Step.3 転換目標調査×バス利用調査
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⚫ 回答者の約７割が移動手段を公共交通へ転換することが可能と
前向きに回答

⚫ お試し無料乗車券を活用した買い物ツアーを主催者側で企画
したこともあり約2か月の間に275枚（H30）、148枚（R1）、

    103枚（R2）の利用を確認（R3はコロナ禍により43枚）

⚫ 往復利用だけでなく、片道のみの利用もされるなど、移動手段
の組み合わせも見られた

68%

（N=168)

32%

（N=80)

N=248

できると思う できると思わない

64%

（N=105)

36%

（N=59)

N=164

できると思う できると思わない

68%

（N=69）

32%

（N=32）

N=101

できると思う できると思わない

公共交通の利用意向
（H30）

公共交通の利用意向
（R1）

公共交通の利用意向
（R2）

公共交通の利用意向
（R3）

(N＝40）

(N＝45）



Step.4 事後調査
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荒尾市MMの結果（H30） 荒尾市MMの結果（R1） 荒尾市MMの結果（R2）

⚫ これまで公共交通を利用していなかった38名
（H30）、18名（R1）、9名（R2）、13名（R3）
が新たに利用

⚫ 利用促進後、公共交通を利用しなかったが、今後利用
したいと回答した方が1割程度存在

■ 以前から公共交通を利用している
■ 利用促進後、公共交通を利用した
■ 利用促進後、公共交通を利用していないが、
今後利用したい

■ 利用促進後、公共交通を利用していない。
今後も利用したいと思わない。

■ 利用促進後、公共交通を利用していない。
（今後の利用は無回答）

■ 無回答（事後調査票返信あり）
■ 事後調査票返信無し
■ 非対象者（事後調査票送付不可）

19名,

9%
18名,

8%

18名,

8%

28名,

13%

12名,

8%24名,

11%

77名,36%

15名,

7%

N=216

30名,18%

9名,5%

12名,7%

24名,14%

12名,7%

31名,18%

40名,24%

10名,6%

N=168

43名,12%

38名,11%

32名,9%

40

名,11%

17名,5%31名,9%

145名,41%

9名,3%

N=355

N＝157

荒尾市MMの結果（R3）



Step.5 フィードバック調査
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56%

（N=53）

44%

（N=42）

N=95

増やしても良い 増やすのは難しい

50%

（N=41）

50%

（N=41）

N=81

増やしても良い 増やすのは難しい

51%

（N=43）

49%

（N=41）

N=84

増やしても良い 増やすのは難しい

公共交通の今後の利用意向
（H30）

公共交通の今後の利用意向
（R1）

公共交通の今後の利用意向
（R2）

⚫ 参加者ごとに提案した行動プラン通りに移動手段を転換した場合の、CO₂削減量やカロリー消
費量の変化を説明する資料を個別に作成

⚫ 今後の公共交通利用意向を調査した結果、「今後さらに公共交通利用を増やしてよい」と回答
した方が53名（H30）、41名（R1）、43名（R2）、19名（R3）の方が公共交通利用に対
して 好意的な回答

⚫ 公共交通利用の目標値としては、5割未満が多い傾向

N＝54

(N＝19）

(N＝35）

51%

（N=43）

49%

（N=41）

N=84

増やしても良い 増やすのは難しい

公共交通の今後の利用意向
（R3）



（参考）フィードバック報告書（一部抜粋）
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Step.6 事後調査
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⚫ 本調査は、MM事業実施から約1年後に前年度の参加者を対象に公共交通の利用状況を調査

⚫ MM事業実施から約1年が経過したにもかかわらず、新たに公共交通を利用するようになった方が
13名増加



取り組みの特徴・成果
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顔が見える関係
（関係構築）

×
一人ひとりに
合ったプラン
（ひと手間）

×
継続的な
体制確保
（財源等）

＝
着実な

利用転換

福祉関係者への協力打診

市担当者による事業説明

事業やツールの丁寧な説明

個別の行動プラン＆市内全域
運行のデマンドタクシーにより
行動プランの提案範囲拡大

モビリティマネジメントを
明確に位置付け、MMによる
利用者確保が必要という認識を

庁内で共有

全参加者の

約１割が

新たに

公共交通を利用



これまでの取り組みを通じた課題
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〇新型コロナ感染症の影響による高齢者等の行動変容

・体操教室等の活動機会が大幅に減少

・市民アンケートの結果、今後の外出機会を減らすとの回答割合が約２割

〇MaaS（Mobility as a Service）の取り組みの広がり

・狭義のMaaS、広義のMaaS（移動と活動の連携による付加価値創出）

第２ステージとして、荒尾市地域公共交通計画に基づき、
健康づくりや商業など、様々な移動目的先と連携した

モビリティ・マネジメントを推進



地域包括支援センターと連携した健康づくりMM（R５～）
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対象 からだ元気教室参加者（R5:10名、R6:31名）

・要支援１、要支援２など介護保険サービス利用者

・体力に自信がなくなった人に向けて、自分でできる
ことを増やすための３か月間の介護予防プログラム

⇒公共交通を一層必要とする高齢者をターゲット からだ元気教室



全体の流れ
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事業説明・事前調査

ケアマネジャー

参加者

事前調査票

事前調査票

依頼

配付

回答

回収

STEP1

日常の生活状況を聞き取り
ながら、目標を設定

バス利用体験

利用促進

からだ元気
教室運営者

参加者

利用促進
ツール

公共交通
PR動画

提供

参加者

乗車体験
（無料お試し乗車券）

STEP4

STEP3

公共交通
担当者

利用促進ツール
（マイ時刻表）

STEP2 ツール準備

作成

事後調査

参加者

事後調査票

事後調査票

配付

回答

回収

STEP5

ケアマネジャー

以後の状況については、公共交通担当者、
地域包括支援センター職員、
からだ元気教室運営者で共有

地域包括支援センター
を介し調査表提供

教室の待ち時間などに
動画を視聴



福祉部門との更なる連携
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〇あらおできるしこ座談会(地域包括支援センター、社会福祉協議会主催)

移動、移送などの地域課題について、行政

や地域の各個人、団体等が連携・協力し

（できることを持ち寄って）解決に取り組む

ための座談会

⇒公共交通のPR動画活用なども検討

（これまでの参加団体）

社会福祉法人、ゆめタウンシティモール、歯科医師会、荒尾支援学校、セブン-イレブン・ジャパン、医療機関、

ユナイテッドトヨタ熊本、Honda Cars熊本東、移送・買い物支援ボランティア、荒尾タクシー、産交バス など

各団体の枠を超えて市民の移動をどう支えるか連携が広がっている



商業施設と連携したモビリティ・マネジメント
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・商業施設・図書館リニューアルに伴うバス利用者への買物クーポン配付(R4)

・熊本県下一斉バス無料の日と連携した市独自の運賃無料化（R4）

クーポン引換実績６２０件 バス利用者の前年度同期間比 ＋７１６名



商業施設・産交バス・図書館と連携したバス体験乗車会(R5～）
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対象 普段は自家用車を用いる親子連れ

・乗車体験会と合わせて図書館で催事を同時実施

・事後調査はLINEで行い、後日、LINEを通じて

図書館のイベント情報等を配信

・当日の様子は市公式Instagramで配信



0３

今後の展望

開発が進む「あらお海陽スマートタウン」



コンパクト・プラス・ネットワークの更なる推進
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〇２つの中心拠点のうち、荒尾駅周辺地区の都市機能強化
〇さらには、拠点同士を結ぶバス路線網の再構築
〇路線バス・デマンドタクシーの利点を生かしたベストミックス
⇒都市機能・路線網が構築できて、はじめてMMが効果を発揮する

MMを通じてはじめて公共交通を必要とする人にサービスが届く

モビリティ・マネジメント

都市機能 交通ネットワーク

・緑ケ丘地区への図書館移転
（商業施設内は県内初）
・荒尾市立有明医療センター
の建替え
・競馬場跡地への道の駅や
保健・福祉・子育て支援施設
（ウェルネス拠点施設）整備

・市内全域AIオンデマンド
タクシー導入
・市内バス路線の有明医療
センター乗入れ
・バス路線「スマートタウン線」
新設(R8)・健康づくりと連携したMM

・商業施設と連携したMM
・学校との連携（R7実施予定）

効率的かつ利便性の高い
持続可能な地域公共交通



脱炭素まちづくりと連携したモビリティ・マネジメント
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脱炭素先行地域計画提案概要（抜粋）

あらお海陽スマートタウン

荒尾市：エネルギーからにぎわいを生み出す 快適未来都市あらお ～石炭のまちから新エネルギーのまちへ～
脱炭素先行地域の対象：あらお海陽スマートタウン、グリーンランドリゾート、ゆめタウンシティモール、再エネ電気供給施設

主なエネルギー需要家：民間施設(26施設)、公共施設(１施設)
共 同 提 案 者：有明エナジー(株)、(株)肥後銀行、(株)有明グリーンエネルギー

取組の全体像

基幹産業である石炭産業の停滞等を背景に変革期を迎える中心市街地において、競馬場跡地の再開発により新たな賑わい創出を目指す「あらお海陽スマートタウン」では、
「地域再生エリアマネジメント負担金制度」(内閣府)を活用し、脱炭素×まちづくりの新たなスキームを構築。地域エネルギー会社の収益も活用し活動費を拡大する等し、エ
リアの魅力向上につながる取組を官民連携で推進。また地域エネルギー会社が、県・地域金融機関等と連携しながら事業拡大していく中で地域貢献の担い手として取組を進
める姿をマニュアル化し示すとともに、県域における地域エネルギー会社の在り方についても検討することを目指す。

① 地域エネルギー会社「有明エナジー」が肥後銀行と連携したPPA事業を展開し各施設に太陽光発電設備(約4,750kW)・蓄電池(約3,450kWh)を導入。PPA導入と併せてCO2排出量算
定サービスの無償提供・脱炭素経営コンサルを実施

② コミュニティバッテリーを３基(約24,000kWh)を導入し、エリア一体でのエネルギーマネジメント及び域外に流出している既存再エネを最大限地産地消に活用
③ 「地域再生エリアマネジメント負担金制度」を活用し、あらお海陽スマートタウンにおいてエリアの魅力向上に資する取組(電動モビリティ事業や既存照明を補完する再エネ一体型照明等の導入

等)を実施
④ 遊園地(グリーンランド)にバイオディーゼル発電機(約500kW)を導入し遊園地特有の電力需要のピークカットを実施するとともに県と連携した廃食油の回収を行う
⑤ 遊園地で活用する花卉類で営農型太陽光(約20kW)を導入
⑥ 県・肥後銀行等と連携し、有明エナジーが事業拡大し成長していく姿のマニュアル化や県域における地域エネルギー会社の在り方の検討を実施

１．民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組

２．民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組

① 有明エナジーによる地元工業高等専門学校を対象にした電力に関する講座・採用
活動を継続的に実施

② 各需要家のエネルギーコスト削減分を原資にしたバスの乗り方教室・お試し乗車
券の配布、おもやいタクシー(EV)と遊園地入園料のセット割引を行い行動変容と
公共交通利用の促進の同時実現

① 脱炭素×まちづくりの取組を制度として推進するとともに街の魅力向上に資する事業を展
開。中心市街地の賑わい創出、地域活性化に貢献

② 有明エナジーが専門人材の育成・地元雇用の創出に貢献するとともに、得られた収益の還
元だけでなく、エネルギー事業を通じた地域課題解決に資する取組を展開

③ 地域エネルギー会社が成長する姿を検討過程・課題感等含めてマニュアル化するとともに
県域における地域エネルギー会社の在り方を検討する等、地域エネルギー会社に関する
知見・ノウハウを展開

④ 公共交通利用促進の取組により自家用車に頼らない移動を促進し、公共交通の維持と
環境負荷軽減を促進

３．取組により期待される主な効果
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